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Abstract 現在日本の農業は、農業従事者の高齢化と若者の農業離れによって衰退しており、農業の担い手

がいないことで発生する耕作放棄地も、年々増え続けている。このままでは担い手不足のために
、日本の農業自体が無くなってしまうという危惧すら覚える。また、既存のバリューチェーンを
見ても流通が力を持つことによって、生産者と消費者は直接顔が見えない関係となってしまい、
生産者は消費者のニーズを考えることなく流通に求められるがままの規格で農産物を生産してい
る。一方の消費者も生産工程が見えないため、食料の安全・安心に対して不安を抱える現状とな
っている。
このように産業として衰退している日本農業の中で、有機農業は流通量が全農産物のわずか0.2%
でしかないが、新規就農者が多く、消費者と顔の見える関係を築いて通常の農家よりも多くの利
益を得ることができる可能性を持っている。また、国も法律で有機農業の普及に力を入れ始めて
おり、有機農業が日本で普及する状況は整いつつあると考えられる。そこで、有機農業を活性化
することで日本農業の衰退に一定の歯止めがかけられるのではないかと考えた。
しかし、有機農業の原則である「農薬不使用」「化学肥料不使用」「遺伝子組換技術不使用」を
原因として、有機農業を続けられないという結果があり、有機農業を持続して行うことは大変難
しくなっている。有機農法で農作物を生産することが技術的に難しいことや、通常の農業と比較
すると収量が下がってしまうという事実があり、その問題の多くはほとんどの場合生産者が背負
ってしまっているからである。
そこで、日本及び年々有機農産物の流通量が増加しているアメリカにおいて、有機農業を行う際
に使用されているモデルを比較・検証した。その結果、日米それぞれのモデルに良い面があると
いうことが分かり、その良い部分を取り込んで新しい仮説である「生産者・消費者協働モデル」
を作成した。このモデルによって、有機農業の原則によって有機農業を続けつことができないと
いう因果を断ち切ることができるようになると考え、6要素に注目して研究を行った。
本研究で導き出した仮説である「生産者・消費者協働モデル」がどの程度実際の有機農業運動現
場で利用できるのかを確かめるために、仮説モデルに近いモデルで有機農業を行っている生産者(
熱田農園)及び消費者グループ(消費者グループ「菜っぱの会」)に対して探索的な調査を行った。
調査方法には、生産者及び消費者に対するインタビューや、実際に農作業を手伝ったり、消費者
の集いに参加したりしての参与観察、彼らが残した情報誌研究などフィールドワークの手法を用
いた。
調査の結果、有機農業を続けるための条件として6要素及びその要素を成立させるための条件とし
て22項目を挙げることが出来た。有機農家は、この22項目を確認しながら経営を行うことで、持
続的に有機農業を続けることが出来ると考えられる。また、事前調査では分からなかった有機農
業を続けるための3要素を新たに発見した。
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